









































































































































































































































（２） BVerfGE 124, 199. 渡邉・前掲　産大法学43巻 3・4号409頁以下で紹介し
ている。判決と表記しているが、決定の誤りである。
（３） 渡邉・前掲　産大法学43巻 3・4号425頁以下。
（４） EuGRZ 2007, 609 = NJW 2008, 209 = FamRZ 2007, 2045.同決定について、
渡邉・前掲　産大法学43巻 3・4号415頁以下で紹介しているが、一般雇用
均等指令に関する部分はあげていない。
（５） BVerfGE 125, 79.
（６） C-267/06, Maruko [2008] European Court reports I-01757





（10） Wolf-Dieter Tölle, Die eingetragene Lebenspartnerschaft im steuerlichen
















































































































































































































































































































































































（11） BVerfGE 126, 400.
（12） BFHE 217, 183.





（14） BVerfGE 105, 313 ff.本判決については、渡邉泰彦「生活パートナーシップ
に関する2002年 7月17日連邦憲法裁判所判決について」 徳島文理大学研究紀









（20） 連邦憲法裁判所2007年 9月20日決定と2009年 7月 7日判決との対比つい
ては、渡邉・前掲　産大法学43巻 3・4号を参照。
（21） BVerfGE 97, 1.
（22） BVerfGE 97, 1 <Rz.19>.
（23） BVerfGE 93, 165.
（24） BVerfGE 93, 165 <Rz.28>.
（25） BVerfGE 93, 165 <Rz.29>.
（26） Tölle, a.a.O., 2168 f.
（27） BVerfGE 25, 167 <Rz.69>.
（28） Christian Hillgruber, Ohne rechtes Maß? Eine Kritik der Rechtsprechung des
BVerfG nach 60 Jahren, JZ 2011, 861 ff., 866.
131（688）
おわりに
日本への示唆としては、同性登録パートナーシップの効果だけではな
く、婚姻の保護をどの範囲で認めるのかという点が考えられる。
ここで、婚姻の保護とは、他のカップルに比べて夫婦が優遇を受けてい
ることを意味するとしておく。婚姻の保護は、他のカップルとの平等の問
題を常に抱えている。ドイツでは、従来、婚姻と家族は基本法6条1項に
より国家による保護を受けるから、平等原則が及ばないと考えられてき
た。しかし、本稿で紹介した裁判例などが示すように、もはやこの考えは
維持できなくなった。ヨーロッパ司法裁判所も、異なるアプローチで同じ
結論に至っている。
もっとも、これらの裁判例を指し示して、同性登録パートナーシップ法
がない日本で同性カップルに婚姻と同等の効果を認めるべきという結論に
直結するのではない。
同性カップルを夫婦と同じように扱うことを認めるには、まず婚姻と内
縁・事実婚を比較して、内縁・事実婚に認められている効果があれば、次
に男女間の内縁・事実婚だけではなく、同性間の内縁・事実婚にも認めら
れるべきかを検討することになる。ヨーロッパ司法裁判所が示した考慮方
法からすると、同性カップルと何が比較可能であるのかという点から、日
本では考えなければならない。
相続税について連邦憲法裁判所2010年7月21日決定で問題となったが、
日本では夫婦と同様に扱うことはできない。日本では、内縁・事実婚の当
事者間で相続権は認められておらず、相続税法19条の2による配偶者の
相続税の軽減措置も認められていないからである
（29）
。それでも、同決定は、
我々に示唆を与えてくれる。
まず、カップルが継続した共同生活をおくり、協力して財産を形成し、
相互に扶養義務を負っていれば、そのことに基づいて一定の優遇を認める
可能性を示している。内縁・事実婚は、たしかに法的に明文では確立され
たものではないかもしれないが、判例は婚姻費用分担の規定の類推適用を
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認めており、扶養義務に関しては法的に確立しているとも評価できるから
である。これは、男女のカップルのみならず、同性カップルにも妥当する
と考える。
さらに、家族原理にかんする問題がある。家族とは夫婦と子から成立す
る、婚姻を核とする家族形成という理解が、父母が婚姻してないが子のあ
る家族、子がいない夫婦のみの家族の増加・表面化によって揺らいでいる
と言われて久しい。そのような状況の中で、2010年決定が同性登録パー
トナーシップを対象として新たな家族原理を示したとはいえない。
もっとも、子の有無にかかわらず婚姻には同じ規定が適用されている現
代において、家族原理を純粋に体現する規定が存在しうるのかの方が疑わ
しい。他方で、子を養育するパートナーシップ関係のみを対象とする方向
に家族原理が純化していくともいえない。
例えば、オーストリアでは、一般社会保険法と事業社会保険法による健
康保険給付を婚姻していないが被保険者と共同生活し無償で家事を行う異
性の生活伴侶に認めていた。同性カップルの当事者が給付請求権を認める
ように訴えたのに対して、連邦政府は子がいる家族への支援が目的である
と主張した。憲法裁判所2005年 10月 10日判決は、子があることが要件
ではないことを指摘し、同性カップルの給付請求権を認めた
（30）
。違憲として
削除された規定に代えて、連邦政府は、子の教育に専念している者という
要件を新たに規定した。これにより、男女間か同性間かに関係なく、子を
育てるパートナーシップが保護されることになった。しかし、この規定
は、男女カップルに適用されることなく、2009年に改正され、子の教育
に専念しているという要件が削除された。
また、同性登録パートナーシップに共同縁組が認められるとすれば、家
族原理による保護の対象となるのかという問題もある。これを肯定するな
らば、婚姻または登録パートナーシップという制度と家族原理との結びつ
く可能性がある反面、制度外のカップル及び家族と家族原理の関係が問わ
れるだろう。
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註
（29） 同性カップルも含めた日本における状況については、平田由紀子「事実上
の夫婦の法的地位」松尾弘・益子良一編『民法と税法の接点―基本法から
見直す租税実務―』ぎょうせい（2005）35頁を参照。
（30） 同判決については、渡邉泰彦「同性カップルをめぐるベルギーとオースト
リアの判決」東北学院法学65号（2006）8頁を参照。
付記
本研究は、科研費基盤研究（C）22530093によるものです。
